























は SDGs 策定プロセスが Rio＋20以降にスタートし、










































生物多様性やG7サミットなどに関わる環境 NGO 活動をサポ トー。現在では主に
SDGsの推進・普及に従事、環境保全のための対話の場づくりなどパ トーナ シーッ
プ推進を行っている。






















































































































































































































責任向上のための NPO/NGO ネットワーク（NN ネッ
ト）」は、NPO/NGO の自発的な参画と連携を通じて、
セクター間の対話を促進し、市民セクターの定着と社
会的な位置づけの向上を目指すとともに、あらゆる組
織が社会的責任と信頼を高めることを目指し2008年
5月に発足した。ISO26000の勉強会、ISO/SR に対
する国内委員会や国際会議への参加や SDGs 推進のた
めの会合参加など、ネットワークの活動を担っている。
1997年の温暖化防止京都会議（COP3）をきっか
けに気候変動に関するネットワーク組織「気候ネッ
トワーク」が発足したことや、2010年の生物多様性
COP10を契機に「国連生物多様性の10年市民ネット
ワーク」が発足するなど、これまで大きな国際会議を
契機に、その課題に関連した NGO のネットワークが
発足し、その後の活動を継続している。こうした動
きも背景にもちつつ、2015年6月にはあらゆる課題
に取り組む環境 NGO の連合体として、「グリーン連合
（Green Alliance Japan）」が発足した。これまで様々
な団体が積み重ねてきた経験と英知を結集し、危機的
状況にある地球環境を保全し持続可能で豊かな社会構
築に向けた大きなうねりを作ろうと目指し、市民版環
境白書を発刊したり、環境省との意見交換会を行って
いる。現在、日本各地の84団体が加盟している。
サステナビリティがキーワードの一つに掲げられて
いる2020年の東京オリンピック・パラリンピックに
関しては、持続可能な大会とすることをきっかけに
日本や世界の持続可能な社会づくりにつなげるよう
に関係団体や企業に働きかけていくことを趣旨とし
た NGO/NPO のネットワーク「持続可能なスポーツ
イベントを実現する NGO/NPO ネットワーク（略称
SUSPON：サスポン）が2016年に発足した。SDGs
の前文には「スポーツも持続可能な開発における重要
な鍵となる」と記されていることから、スポーツを通
じた SDGs 達成に期待を向けている。（一財）地球・人
間環境フォーラムが事務局を担い、筆者は副代表を務
めている。現在、持続可能な調達や、ボランティア、
生物多様性などテーマごとの分科会を設け、提案や実
践活動を行っている。またユースの動きも盛んになっ
てきており、SUSPON ユースの他、「学生団体おりが
み」などを含む東京2020大会に向けて活動する若者
のプラットフォーム「Project Y-ELL 2020」も発足し、
活動している。
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SUSPONが発行したボランティア活動に関する冊子
目指すべき社会像に必要な“パートナーシップ”7
1992年の地球サミットで示された、「アジェンダ
21」の文章には“NGO の役割の強化”の他に、“多様
なセクターの参加”が書かれており、市民参加とパー
トナーシップの方向性が約束された。これを受けて日
本では、持続可能な開発と環境問題への取組みの一環
として、環境庁（当時）が国連大学と共同で「地球環
境パートナーシッププラザ（GEOC）」を1996年10月
に開設、地球環境に関する環境情報とパートナーシッ
プの拠点を定めた。行政や企業、NPO の環境取組み
に関するセミナー・シンポジウムの開催、持続可能な
開発、環境に関する書籍・資料を所蔵したライブラリー
機能、パートナーシップ情報の発信、相談対応、協働
取組促進事業や国連大学との連携で国際プロジェクト
の実施などを行っており、筆者の団体が運営に携わっ
ている。SDGs 達成に向けてのキーワードの一つであ
る“パートナーシップ”の推進を主事業としているた
め、SDGs の普及にもいち早く取り組み、現在も展示
やセミナーなどを続けている。
GEOCでの環境政策対話の会合
開設から10年目以後は、各地の環境パートナーシッ
プ拠点づくりに取り組み、現在8箇所（札幌、仙台、
東京、名古屋、大阪、広島、高松、熊本）に環境パー
トナーシップオフィス（地方 EPO）が設置されており、
各地域の NPO をはじめ環境保全活動に関わる方たち
とのパートナーシップ事業や ESD 事業の推進に取り
組んでいる。それぞれの地域に拠点を置く NPO が環
境省地方環境事務所との協働のもとで運営団体として
運営委員会や協議会を設置して運営に携わり、地域の
パートナーシップ拠点として機能している。
2018年4月に閣議決定された「第五次環境基本計
画」には、「地域循環共生圏」という言葉が提示されて
いる。各地域がその特性・強みを発揮して地域資源を
活かし、自立・分散型の社会を形成したり、地域の特
性に応じて補完し、支え合うあり方を指している。こ
の共生圏の創造を通じて持続可能な循環共生型の社
会、いわゆる“環境・生命文明社会”の実現を、今後
目指すべき姿として本計画では掲げており、その計画
のアプローチ方法として、幅広い関係者との“パート
ナーシップの充実・強化”を明記している。
地球規模と国内の環境問題が関係しあい、福祉や教
育、人権など他の課題とも複雑に関連しあっている現
状においては、単体の組織やセクターでは解決できな
いことがほとんどである。それぞれの団体が協力し合
い、諸課題を解決できるように、団体同士のパートナー
シップが推進され、同時に企業や政府など、他セクター
とのパートナーシップも進んでいくことで、環境問題
の解決が円滑に進むことが期待されている。資源を持
ち寄り、役割分担し、対等な立場で課題解決にのぞむ
パートナーシップ型の社会がこれからさらに必要であ
り、SDGs でもそう示されている。また、SDGs の理
念として掲げられている「誰一人取り残さない」を実
現するためには、市民の声を反映させ、政府や企業に
働きかける NGO 活動が必要である。このために情報
公開と市民参加を進めるよう行政に働きかけたり、生
活者として企業の生産活動に提案したり、他分野の
NGO や地域課題に取り組む住民組織などとも連携し
ながら、複合的に活動していくことが今後より一層求
められるだろう。
